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部門別のCO2排出量

運輸
18%

民生
13%

運輸
18%

その他
熱

１．はじめに
我が国におけるCO2排出量

我が国のCO2排出量の約70%が

熱利用分野に起因

（円グラフ：オレンジ色の部分）

出典：環境省 温室効果ガス排出量について（2008年度）

鉄鋼
18%

化学、石油
7%

製紙、セメント、他
9%

（小計：52%）

CO2排出量
12.14億トン

産業
34%

その他
12%

（6%）

電気
28%

（1%）

72%

20%

民生

1%
運輸

熱利用分野での大量水素利用に

より、大幅なCO2削減が可能

・運輸： 燃料電池自動車

・産業： 鉄鋼、化学、石油 等

（上記2分野の合計で全体の52%）
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主要な水素製造法

原 料 エネルギー源 製造方法

原子力
（高温ガス炉）

：放射性廃棄物
が発生

原子力
（軽水炉）

：放射性廃棄物
が発生

熱分解法：H2O→H2+0.5O2

水

素

水素輸送
タンクローリ、
パイプライン等

水

高温熱

再生可能エネルギー
（太陽光、風力）

：エネルギー
密度が小

・化石資源
天然ガス、
石油、石炭

・バイオマス

化石燃料
天然ガス、
石油、石炭

：CO2排出

改質法：
（例）CH4+2H2O→4H2+CO2

電気分解法：
H2O→H2+0.5O2

オンサイト製造

水素ステーション

水素輸送
タンクローリ、
パイプライン等

CnHm

水

電気

電気

高温熱
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水素利用によるCO2排出削減効果

Case1 Case2 Case3
原 料 0kg 0.49kg 0kg

エネルギー 0kg 0.38kg 1.56kg

合 計 0kg 0.87kg 1.56kg

水素1m3を製造するときに発生するCO2量

燃料電池自動車のCO2排出削減効果

Case1：原子力＋水の分解
H2O → H2 + ½O2 +286kJ

Case2：火力＋メタンの水蒸気改質
CH4 + 2H2O → 4H2 + CO2+165kJ
計算の仮定2.5 25002 5 2500
・エネルギー利用効率：50%
・水蒸気／メタン供給比：４

Case3：火力発電＋水の電気分解
H2O → H2 + ½O2 +286kJ
計算の仮定

・メタンを燃料とした火力発電

・発電効率：50%
・電解効率：80%0.0
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原子力水素製造の利点

何故、原子力か？
水（原料）と原子力（エネルギー源）の組合せにより、

CO2排出無し
資源の制約無し（エネルギーセキュリティの確保）
高密度のエネルギー源→ 水素の大量製造が可能

1 0

何故、高温ガス炉か？

原子炉から1000℃近い熱を
取り出せるため、
高い熱効率
水の熱分解が可能

水素製造以外にも、発電、高
温蒸気等の併産が可能

0 500 1000 1500

原子炉出口温度 TH (℃)

0.5

0

1.0

理
論
熱
効
率

TL : 低温側温度 (25℃)
Td : ⊿G = 0となる温度 (4436℃)

水素製造 : η= TH - TL

TH

TH - TL

TH

Td

Td - TL

Td

Td - TL

発電(カルノー効率) : η=
TH - TL

TH

TH - TL

TH

81%

950℃
76%66%

61%
52%

48%
500℃

300℃

軽水炉
熱→電気→水素
(33%)   (56-73%)

19%

24%~

高温ガス炉
熱→水素

ISプロセス
の理論効率

40%

~

67%

50%

η
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２．高温ガス炉の特徴と研究開発状況
高温ガス炉と軽水炉の主な仕様比較
２．高温ガス炉の特徴と研究開発状況
高温ガス炉と軽水炉の主な仕様比較

項目 高温ガス炉 軽水炉

燃料 二酸化ウラン
被覆燃料粒子（セラミック）

二酸化ウラン
金属被覆（ジルカロイ）

減速材 黒鉛 軽水

冷却材 ヘリウム 軽水冷却材 ヘリウム 軽水

最大出力 600MW程度
中小型

4000MW程度
大型

原子炉出口温度 950℃ 約300℃

熱利用 多様な用途
水素製造、高温蒸気、発電

発電が主
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・ 燃料： 高温に耐える

４重被覆による
ＦＰ閉じ込め能力大

・炉心：溶融なし

・冷却材：相変化なし
化学反応なし

温度（℃）
0   200  400  600  800 1000   1200

水からの水素製造

天然ガスからの水素製造

ガスタービン発電

石油精製

地域暖房、海水淡水化

高温ガス炉

炉内構造物

優れた安全性 多様な核熱利用

高温ガス炉の特徴

燃料
SiC・炭素
の４重被覆

高温ガス炉の構造

・シビアアクシデントなし

炉内構造物

黒鉛

（熱容量大）

冷却材

ヘリウムガス

( ９５０ ℃）

HTTRの炉内構造物
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•高い耐熱性
燃料制限温度1600℃
（軽水炉の被覆管温度制限 : 700℃程度）

高温ガス炉燃料の特長

燃料コンパクト

燃料体燃料棒燃料コンパクト

四重被覆
燃料粒子

580mm

360mm

φ0.92mm

39mm

φ26mm

34mm

高温ガス炉のシステム概念

需要に合わせて、水素、電気、高温蒸気の供給が可能

・燃料電池
・製鉄
・化学ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ

水素製造
（ISﾌﾟﾛｾｽ）

原子炉 中間熱交換器

１次He系 ２次He系

水素
供給

・化学ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ

高温蒸気供給

水／蒸気系

蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ

原子炉 蒸気発生器

(1) 水素の供給 (3) 電気、高温蒸気の供給

電気供給
１次He系

・製鉄
・化学ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ

水素製造
（ISﾌﾟﾛｾｽ）

原子炉 中間熱交換器
水素
供給

Heﾀｰﾋﾞﾝ

電気供給
１次He系

２次He系

水／蒸気系

・化学ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ

水素製造
（ISﾌﾟﾛｾｽ）

水素
供給

高温蒸気供給

蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ

電気供給

蒸気
発生器

中間熱交換器

水／蒸気系

２次He系

１次He系

原子炉

(2) 水素、電気の供給 (4) 水素、電気、高温蒸気の供給

電気供給
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高温ガス炉

水素製造プラント
熱化学法ISプロセス

高温ガス炉を用いた 水素/電気併産

中間熱交換器
原子炉

ガスタービン197MWe発電量

118GWd/t燃焼度

1.5年連続運転期間

587℃原子炉入口温度

45～55%水素製造効率

51t/日水素製造量

45.8%発電効率

7MPa１次冷却材圧力

318kg/s１次冷却材流量

950℃原子炉出口温度

600MW

170/430MW

原子炉熱出力

（水素/発電）

値項目

197MWe発電量

118GWd/t燃焼度

1.5年連続運転期間

587℃原子炉入口温度

45～55%水素製造効率

51t/日水素製造量

45.8%発電効率

7MPa１次冷却材圧力

318kg/s１次冷却材流量

950℃原子炉出口温度

600MW

170/430MW

原子炉熱出力

（水素/発電）

値項目

発電プラント
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ＨＴＴＲ 主要仕様

・ 熱出力 ； 30MW
・ 一次冷却材
出口温度 ； 850 / 950℃
・ 圧力 ； 40気圧

経緯

HTTRと水素製造技術HTTRと水素製造技術

2005～2009年度； 基本特性試験

2010～2014年度； 限界性能試験、 熱利用特性試験等

2015以降 ； ＨＴＴＲ水素製造試験等

経緯

1998年度；初臨界達成
2001年度；全出力達成
2002年度；安全性実証試験開始
2004年度；950℃達成
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冷却材流量を1/3冷却材流量を1/3

燃料温度上昇

ＨＴＴＲ安全性試験結果

1380

1400

1420

1440

1460

1480

-5 0 5 10

時間（分）

温
度
（℃
）

燃料最高温度
（解析値）

反応度フィードバック効果

（U238による中性子吸収）

出力低下、安定化

我が国で初めて、実炉での
冷却能力喪失試験の認可を取得
我が国で初めて、実炉での

冷却能力喪失試験の認可を取得
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ＨＴＴＲ 50日高温（950℃）試験

出
率
（R
/B
)

米国F.S.Vの放出率

10-6

10-5

10-4

10-3

HTTR設計値

 設計上の許容深さ 

全引抜
位置

制御棒の基準深さ

 高温連続運転  

 解析結果 

 

御
棒
位
置

 

燃料被覆材の優れた

放射性物質閉じ込め性能

2010年1～3月実施

制御棒による良好な
反応度制御

12/28 1/11 1/25 2/8 2/22 3/8 3/22

88
Kr
の
放
出

日付（月/日）

独国AVRの放出率

高温連続運転
10-9

10-8

10-7

10

コンパクト

26mm

3
9
m
m

0
.9
2
m
m

粒子と保持材とでコ
ンパクトを成型

0 100 200 300 400 500 600
全挿入
位置

 高温試験運転  
　（H16年度） 

 （H21年度） 

制
御

燃焼日数

・ 照射による
被覆材の損傷
検知せず！

・照射による
被覆材の損傷
検知せず！

燃焼日数

・ 建設時：可燃性毒物による
余剰反応度の調整

・運転中：制御棒による反応度制御

・制御棒移動量がわずか、
制御棒位置が大きく変化せず
・制御棒移動量がわずか、
制御棒位置が大きく変化せず
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高温ガス炉の研究開発の動向

ロシア・米国

GT-MHR：実証炉計画中
600MWt,  850℃
（電気出力286MWe）

高温工学試験研究炉（HTTR）

1998年 初臨界
2001年 30MWt, 850oC達成
2004年 950oC達成
2010年 50日の高温（ 950oC ）連続運転完遂

日 本

カザフスタン
電気/地域暖房用

小型高温ガス炉検討中

50MWt, 750～950℃

我が国が世界で唯一、水素製造に必要な原子炉出口温度

950℃を達成し、世界の高温ガス炉研究開発をリード

米国 NGNP計画
• NGNP予算

•概念設計実施中

中国 HTR‐PM計画
•発電商用炉：HTR‐PM

年度 2009 2010 2011

(百万$) 178 169 103

第４世代原子力システム国際フォーラム (GIF)
超高温ガス炉（VHTR）等の国際共同研究

（日、米、仏、加、韓、スイス、南ア、ユーラトム）

中 国

HTR-10：試験炉

2003年1月 10MWt, 700℃

（蒸気タービン発電2.5MW）

HTR-PM：発電商用炉

250MWt(210MWe)×2基, 

750℃, （山東省威海市）

2009年建設着工

2013年運転開始予定）

米 国

次世代原子力プラント（NGNP）計画
エネルギー政策法 2005に記載:

DOE:  超高温ガス炉（VHTR）を選定

電気/水素併産、350～600MWt, 750℃

2011年度 設計・建設開始予定

2021年運転開始予定

南アフリカ
PBMR （発電商用炉）
200MWt, 750℃
2015年頃建設開始予定
2020年頃熱供給開始予定

韓 国

原子力水素開発実証

（NHDD）計画
200MWt, 950℃
2022年頃運転開始予定

• 2009年建設開始
• 2013年運転開始予定

韓国 NHDD計画
• 高温ガス炉による原子力水素製造実証
• 2022年頃運転開始予定

カザフスタン
• 電気/地域暖房用小型の高温ガス炉建
設を検討中
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中国ＨＴＲ－ＰＭ計画の概要

HTR‐PMの建設状況（2009年9月）
華能山東石島湾核電有限公司が建設・運転
（2007年1月設立。中国華能集団公司、中国核工業建設集団公司、清華控
股有限公司が共同出資）

105MWe
2基

北京

X 2基
（750℃）

2020年までに19組(38基)の建設を計画。

原子炉

蒸気タービン
・発電機 14

韓国ＮＨＤＤ計画の概要

水素製造プラント

・ 原子力水素主要技術開発プロジェクト（2006～2017、現在進行中）
：ＮＨＤＤ計画に向けた主要基盤技術開発

・ ＮＨＤＤ計画（2010～2026、検討中）：原子力水素製造システムの設計、建設、実証

(ＮＨＤＤ：Nuclear Hydrogen Development and Demonstration)

VHTR

韓国製鉄会社ポスコが、
KAERIと協力して、高
温ガス炉水素還元製鉄
を検討

（電気新聞 2010年8月
24日）
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水熱分解反応が自発的に進む温度は4000℃以上

三つの化学反応を用い９００℃程度で水を熱分解

水熱分解反応が自発的に進む温度は4000℃以上

三つの化学反応を用い９００℃程度で水を熱分解

核熱 ;100J核熱 ;100J
水素 ; 67J水素 ; 67J 酸素酸素核熱 ;100J核熱 ;100J
水素 ; 67J水素 ; 67J 酸素酸素

３．熱化学法ISプロセスの特徴と研究開発
熱化学法 ＩＳプロセスの原理

熱 電気 水素より

熱 水素

熱 電気 水素より

熱 水素
H2

O22
1

～900℃～400℃

発熱；33J

硫黄（ S )
の循環
サイクル

SO2+H2O
+
O22

1
H2SO4

SO2
+

H2OH2O

76J24J

100℃
H2

I2

+ 2HI

H2SO4

SO2+H2OH2O

+

+ +

ヨウ素（ I )
の循環
サイクル

2H I

I2

I2

水水

H2
O22

1 O22
1
2
1

～900℃～400℃

発熱；33J

硫黄（ S )
の循環
サイクル

SO2+H2O
+
O22

1
H2SO4

SO2
+

H2OH2O

76J24J

100℃
H2

I2

+ 2HI

H2SO4

SO2+H2OH2O

+

+ +

ヨウ素（ I )
の循環
サイクル

2H I

I2

I2

水水

2HI    H2+I2
H2SO4 1/2O2

+SO2+H2O

I2+SO2+2H2O

2HI+H2SO4
H2O    H2+1/2O2

＋）

熱 水素熱 水素

I : ヨウ素、 S  : 硫黄
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硫酸出口
SiCセラミックス
熱交換器

実験室規模試験
（閉サイクル条件の

解明）（1997年）

工学基礎試験

（閉サイクル制御技術の
開発） (2004年）

技術確証・

信頼性試験

（大型化技術の開発）

HTTR－IS試験
(1000m3/h規模）

（原子力水素の実証）

硫酸分解

水素製造研究開発計画

現在

セラミックス硫酸分解器

の試作（ 2006年）

φ0.
7m

硫酸入口

3
.1
m

φ0.
7m

3
.1
m

0

1

2

3

4

5

6

0 1 2 3 4 5 6 7 8

水
素
、
酸
素
の
発
生
量
 [
N
m
3 ]

運転日数　[日]

水素

酸素

平成１６年６月

ヨウ化水素(HI)と硫酸の生成

HI分解

毎時約30㍑の水素を１週間
にわたって連続製造するこ
とに成功 (2004年）

HTTRとＩＳプロセス
水素製造を接続

世界各国でISプロセスの研究開発が活発化
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高温硫酸分解試験ループ 分離膜試験ブンゼン反応試験

水素製造効率向上技術耐食機器開発

水素製造技術の確証試験

10cm

硫酸蒸発器
漏れ試験

硫酸ループ試験
( 配管、弁、ポンプ)

材料腐食試験

1.2m

化学平衡試験

プロセス解析
コード開発

18

ISプロセスの研究開発の動向

中国
研究機関：清華大、浙江大
基礎研究に着手。効率技術
として高分子分離膜を研究
連続水素製造は未実施

欧州
研究機関：CEA（仏）、ENEA（伊）、

シェフィールド大（英）、他

セラミックス反応器開発を実施

（FP7プログラム）

連続水素製造は未実施

米国
研究機関：ゼネラルアトミックス社、他

基礎研究

連続水素製造は未実施

韓国
研究機関：韓国原子力研究院、韓国エネルギー研究院、他
実験室規模水素製造試験を実施中。セラミックス被覆型耐食反
応器の開発研究
連続水素製造は未実施

日本
研究機関：原子力機構

・制御技術を開発し30L/h規模の連続水素製造を実証(2004)
・強腐食性環境で用いる30m3/h規模のセラミックス製硫酸分
解器の試作(2005)
など、世界のISプロセス研究開発をリード。

インド
研究機関： BHABHA 原子力研究センター
基礎研究
連続水素製造は未実施
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ISプロセスの水素製造コスト

条件

ケース

材料 熱効率
（%）

稼働率
（%）

水素製造量
（Nm3/h）

為替
（円/ﾕｰﾛ）

水素製造コスト（円/Nm3）

水素製造
設備

高温ガス炉 合計

JAEA 1) 将来技術
（鉄）

50 85 52,000 － 6～11 15 21～26

CEA-A 2)

CEA-A’ 3)

将来技術
（鉄）

38

50

80

85

8,000

52 000

115

115

19

5

20

15

39

20CEA-A ) 50 85 52,000 115 5 15 20

CEA-B 2)

CEA-B’ 3)

現状技術
（耐食材料）

38

50

80

85

8,000

52,000

115

115

73

17

20

15

93

32

注）
1) 文献； Nishihara et al., ICONE15, Nagoya, April, 2007, ICONE15-10157.
2) 文献； Leybros et al., Int. J. Hydrogen Energy, 35 (2010) 1008-1018. N号機の経済性情報を抜粋。
3) JAEAと同じ熱効率、稼働率、水素製造量で算出。

（CEA：フランス原子力庁）
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高温
ガス炉 高温高温

製造 貯蔵/輸送 利用

水水 非常電源用燃料電池
（ビル 病院等）

(1)無尽蔵の水を原料として高温核熱のみで水素を大量、かつ炭酸ガスフリーで製造
できる熱化学法ISプロセス水素製造技術、

(2)大量の水素を有機物（液体）に転換して既存石油インフラを活用した貯蔵/輸送を行
う有機ケミカルハイドライド法水素貯蔵/輸送技術

を統合して、水素の産業等への大量導入を図ろうとする構想。

大量水素サプライチェーン構想

ガス炉

熱化学法熱化学法ISISプロセスプロセス**

水素製造水素製造
家庭

還元製鉄、石油精製、
化学製品製造

各種施設

高温高温
核熱核熱

中・長距離
燃料電池車両

MCH：メチルシクロヘキサン
（トルエンに水素を固定して得ら
れる汎用化学品）

輸送

有機ケミカルハイドライド法
水素貯蔵/輸送

水素ステーション

MCH
貯蔵

（ビル、病院等）

脱水素

21

 

H2

水素製造・貯蔵 輸送 貯蔵・水素供給

水素源
（近距離： 陸上輸送）
（遠距離： 陸上+海上輸送） 水素ステーション

FCVへ水素供給汎用化学品のメチルシクロヘキサン(MCH）を水素キャリアとして、
常温・常圧の穏和な条件で液体輸送を行い、水素を発生した後の
トルエンは回収して再利用する。

メチルシクロヘキサン（ＭＣＨ）を輸送

有機ケミカルハイドライド法 - 概要

水素ステーションで利用する場合

製油所を水素源として、水素を汎用化学品の
トルエンに水素化反応によって固定、メチル
シクロヘキサン（MCH)として水素を貯蔵。

水素ステーションでは、メチルシクロヘキサン
(MCH)から脱水素反応によって、水素発生、
精製、圧縮してFCVへ供給する。

発熱反応 吸熱反応

205kJ/mol 205kJ/mol

CH3

トルエン

CH3

メチルシクロヘキサン
（MCH)

+ 3H2

CH3

トルエン

CH3CH3

トルエン

CH3

メチルシクロヘキサン
（MCH)

CH3CH3

メチルシクロヘキサン
（MCH)

+ 3H2

CH3

メチルシクロヘキサン
（MCH)

CH3

トルエン

+ 3H2

CH3

メチルシクロヘキサン
（MCH)

CH3CH3

メチルシクロヘキサン
（MCH)

CH3

トルエン

CH3CH3

トルエン

+ 3H2

トルエンを輸送（回収・再利用）

水素化反応 （水素貯蔵反応） 脱水素反応 （水素貯蔵反応） 22

有機ケミカルハイドライド法 - 特長

有機ケミカルハイドライドの特長
☆極低温や超高圧の条件が必要なく、常温・常圧の液体化学品として大量貯蔵、長距離輸送が可能。

☆特殊な容器が不要なので、容器を含めた貯蔵密度が圧縮水素法や液化水素法に比べて高い。

☆トルエン、ＭＣＨともに汎用化学品として大量の流通実績があり、大量調達が容易。

☆トルエン、ＭＣＨともにガソリンと同様に扱えるため、ガソリン流通の既存インフラ（貯蔵タンク、原油タ
ンカー、ローリー等）の転用が可能なため社会投資コストが少ない。

☆長期の間、安定してロスなく貯蔵が行えるため、水素の国家備蓄も可能。

☆水素の大量長距離輸送技術に適した特長を持つ技術である。

出典：よくわかる水素技術 , 日本工業出版 , p.80 (2008)

水素吸蔵合金

200

100

50

20

10

5
0.5 1 2 5 10 20

DOE 目標値

(2010 年）

デカリン

質量貯蔵密度 (wt%)

体
積
貯
蔵
密
度
(
k
g
-
H
2
/
m
3 )

圧縮水素

有機ケミカルハイドライド

メチルシクロヘキサン (MCH)

シクロヘキサン

液体水素

70MPa

35MPa

高圧解離型水素吸蔵合金
ハイブリットタンク (35MPa)

GM社FCV

1wt%

3wt%

各種方法の貯蔵効率比較

圧縮水素法 液化水素法

100

80

60

40

20

0

原料水素 陸上輸送（100km)
貯蔵プロセス ステーション

有機ケミカルハイドライド法

水
素
供
給
コ
ス
ト
の
相
対
比
較
（

-）

第15回 世界水素会議(2004）：千代田化工

貯蔵／輸送コストの比較
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5

JAEAにおける高温ガス炉の計画JAEAにおける高温ガス炉の計画

2005
(H17)

2015
(H27)

2020
(H32)

高温ガス炉
を用いた

2010
(H22)

・小型高温ガス炉
概念設計

・実用システム
の原型を提示

・熱供給システム
設計

C&R 水素製造開始 を用
水素/電気併産

水素製造

・要素技術確証
ISプロセス
・信頼性試験

・HTTR-ISシステム

原子力水素実証試験

・HTTR基本性能
試験
安全性試験
高温連続試験

・燃料・材料開発

・HTTR限界
性能試験
・熱利用特性
試験
（国際協力）

第２期中期計画第１期中期計画
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４．2100年原子力ビジョン
ビジョン策定の背景と狙い
４．2100年原子力ビジョン
ビジョン策定の背景と狙い

世界全体で2050年までに温室効果ガス排出量の半減が目標

（ クールアース50 ）

発電過程で二酸化炭素を排出せず、かつ安定して経済的な電力供給が可能な原子力発電の導入
拡大が世界的な低炭素社会の実現に不可欠

( 原子力委地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンを考える懇談会 )

原子力は温室効果ガスの排出量を減少させる不可欠の手段

（ 洞爺湖サ ト合意文書 ）

【エネルギー環境問題への関心の高まり】

（ 洞爺湖サミット合意文書 ）

議論の素材として、再生可能エネルギーと原子力の最大限活用によりエネルギー環境
問題の解決が可能であることを示す。

（ポイントは「CO2低排出化」と「エネルギー安定供給」）

エネルギー源の選択は暮らしや社会のあり方そのものの選択に他ならず、国民
一人ひとりが議論へ参画が必要。

【国民議論】
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最終エネルギー消費の推計

民生
・家庭
・業務

運輸

石炭
石油
天然ガス
電力

分野別

発電部門

石炭
石油
天然ガス
原子力
水力
新ｴﾈﾙｷﾞｰ＊

転換部門(発電を除く)

エネルギー源別

発電設備別

・発電電力量
・発電設備容量
・原子力設備容量

統計データからの推計
・ＧＤＰ、人口、世帯数、自動車保有台数 など

ギ

需要を満たすのに必要な
一次エネルギー量の推計

わが国のエネルギー需給推計フロー

・各発電設備のシェア
・熱効率 など

運輸
産業

電力
再生可能

一次エネルギー供給の推計

石炭
石油
天然ガス
原子力
再生可能

原子力導入量
・原子力発電設備容量

CO2排出削減
・石油、石炭等の減少分
・CCS(CO2貯留・回収)火力導入分

など

石炭
石油
天然ガス
核熱
再生可能

・前提条件（シナリオ）
・エネルギー源別シェア
・省エネルギー削減率 など 高温ガス炉に

よる水素製造
など

エネルギー源別

化石燃料など資源輸入の削減
・化石燃料の輸入削減
・天然ウランの輸入削減

放射性廃棄物発生量
・高レベル放射性廃棄物量

ベストミックス
・電力負荷変動の対応
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GDPの推計GDPの推計

【前提条件】
我が国の1人当たりのGDPはある一定の割合で伸び続け、2100年で現在の2倍になると想定した。
将来人口は、人口問題研究所の高位ケースを使用した。

GDPが最終エネルギー消費の推計
に関係する項目

民生－業務部門における床面積民生－業務部門における床面積推計された700

800 

900 

1000 

700

800 

900 

1000 

)

推計されたGDP： ピーク 632兆円

[GDP/人]は100年間に2倍を想定

データ出所：
・「日本の将来推計人口 平成18年12月推計」 平成18年12月 国立社会保障・人口問題研究所
・EDMC エネルギー・経済統計要覧2008

民生 業務部門における床面積
の将来推計
産業分野の将来推計

運輸分野の自動車保有台数の将
来推計

運輸分野の貨物部門の将来エネ
ルギー消費推計

民生 業務部門における床面積
の将来推計
産業分野の将来推計

運輸分野の自動車保有台数の将
来推計

運輸分野の貨物部門の将来エネ
ルギー消費推計

推計された
GDP

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

1980 2000 2020 2040 2060 2080 2100

G
D
P
(兆
円
)

人
口
(百
万
人
)

西暦年

人口(高位ケース)： ピーク 1億2700万人
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2100年のエネルギー消費量

10000

15000

20000

PJ

運輸

民生

分野別内訳分野別内訳

10000 

15000 

20000 

PJ

28%

2%75%
水素化石燃料

その他（再生可能、核熱蒸気 等）1%

エネルギー媒体別内訳エネルギー媒体別内訳

42%減

【2100年の姿】
最終エネルギー消費量は、省エネルギーに加え、運輸分野における技術の進展・改善
により、現在の42%減の水準になる。
電化が大幅に進み、最終エネルギー消費に占める電力の割合は現在（2005年）の24%
から62%に大幅に増大する。
水素は最終エネルギー消費の8%を占める。

0

5000

2000 2020 2040 2060 2080 2100

西暦年

産業

0 

5000 

2000 2020 2040 2060 2080 2100

西暦年

28%
8%

62%
24 %

電力

28

一次エネルギー源の変遷一次エネルギー源の変遷

現在 → 2100年
化石燃料 85% → 30%
再生可能エネルギー 5% → 10%
原子力 10% → 60%

30000 

PJ

0 

5000 

10000 

15000 

20000 

25000 

2000 2020 2040 2060 2080 2100 
西暦年

新エネルギー

水力

原子力

天然ガス

石油

石炭

11%
4%

15%

59%

6%

5%

70%
85%
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0 
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60 
70 
80 

20302040205020602070208020902100
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0.

5.

10.

15.

20.

25.

30.

35.

2050 2060 2070 2080 2090 2100

GWe

0

50

100

150

200

2000 2050 2100

GWe

３．２１００年原子力ビジョン －原子力の導入規模－

核分裂発電炉 核融合発電炉

※設備利用率85%※設備利用率90% ※設備利用率85%

4GWe/10年

1GWe/年
72GWt
120基

33GWe
33基

多目的高温ガス炉

軽水炉

高速増殖炉

20302040205020602070208020902100

西暦年

2050 2060 2070 2080 2090 2100

西暦年

2000 2050 2100

西暦年

【設備規模の推計】

核分裂発電炉はピーク時（2075年頃）で145GWe

⇒現在の設備規模の2倍に当たる100基（1.5GWe/基と仮定し
た場合）

核融合発電炉は2100年で33基（1GWe/基）

＝我が国企業が国際市場で十分な競争力を持ちうる規模

多目的高温ガス炉は2100年で120基（600MWt/基）

＝需要地近傍立地に適しており、各都道府県に約2.5基が設
置される規模

☞ もんじゅ、実証炉および大間を除く

0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 
80 

2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

水素製造（コークス代替） 水素製造（ナフサ代替）
水素製造（燃料電池車） 自家発電

蒸気供給GWt

西暦年

30

1200 

1400 

CO2排出の削減CO2排出の削減

電源としての原子力の貢献は38%
高温ガス炉の産業・運輸利用の貢献は13%

二酸化炭素削減への貢献（2100年）

32%削減（2005年比）

百万トン－CO2

2050年で現在の約半減、
2100年で9割以上削減

百万トン－CO2

1200

1400
対策なし

0 

200 

400 

600 

800 

1000 

2000 2020 2040 2060 2080 2100

☞ CCS導入による削減を考慮
(石炭火力、天然ガス火力及び製鉄の高炉ガス)

☞ 森林によるCO2吸収を考慮

西暦年

54%削減 90%削減

西暦年

0

200

400

600

800

1000

2005 2030 2050 2100

原子力

その他

ビジョン
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５．まとめ
水素エネルギー社会への貢献－小規模利用から大規模利用へ－

燃料電池車両

水素発生

【最終段階】
水からの

水素製造/貯蔵
輸送 輸送

貯蔵
有機ケミカル
ハイドライド

エネルギーの大量備蓄
【中間段階】
化石資源由来の
水素輸入

ISプロセス水素製造
原子力プラント

石油精製
化学工業

ビル・複合施設用
燃料電池

水素を利用した
還元製鉄

製鉄所

火力発電用燃料、
都市ガスへの水素混合

火力発電用
水素タービン

（小規模利用）

水素発生
（大規模利用）都 市

工業地帯

水素

水素
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高温ガス炉による貢献

大量水素の安定供給
燃料電池自動車、水素製鉄
など、水素利用の拡大を促進


